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◆地方公営企業の制度、関連する諸法規、会計の仕組み、予算・決
算、経営の再建や新たな動き、今後の課題などについて、多数の
図表を用いて分かりやすく解説。
◆第三セクター、指定管理者、地方独立行政法人、PFIなど、地方
公営企業を取り巻く周辺制度もフォロー。
◆地方公営企業法、地方自治法、地方独立行政法人法など、公営
企業の制度や実務を理解するうえで必要な関連法規の改正や実
務上の動きを踏まえて改訂。

［著［著］細谷芳郎　　A5判細谷芳郎　　A5判・480頁　定価480頁　定価：本体3,600円+税本体3,600円+税［著］細谷芳郎　　A5判・480頁　定価：本体3,600円+税

本書の特色

公営企業実務書の定番、待望の第3版発刊！
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